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第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

議案第２４号

　　　令和７年度二戸市簡易水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和７年度二戸市の簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　(1)給水件数 618 件

　　(2)年間総給水量 105,850 立方メートル

　　(3)１日平均給水量 290 立方メートル

　　(4)主要な建設改良事業

　　　　浄水施設改良事業 49,159 千円

　（収益的収入及び支出）

収　　　　　　　　入

　第１款　水道事業収益 167,235

　　第１項　営業収益 31,323

　　第２項　営業外収益 135,912

支　　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用 168,598 千円

　　第１項　営業費用 165,553 千円

　　第２項　営業外費用 2,545 千円

　　第４項　予備費 500 千円
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額 17,717千円は、過年度分損益勘定留保資金等17,717千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　　入

　第１款　資本的収入 62,255 千円

　　第１項　企業債 49,100 千円

　　第２項　他会計出資金 13,155 千円

支　　　　　　　　出

　第１款　資本的支出 79,972 千円

　　第１項　建設改良費 49,254 千円

　　第２項　企業債償還金 30,718 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

起債の目的
限度額
（千円）

起債の方法 利率 償還の方法

合　計 49,159

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、10,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　(1)第８条に定める経費以外の同一款内の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　(1)職員給与費 17,411 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　簡易水道事業運営を補助するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、63,376

浄 水 施 設
改 良 事 業

49,159 普通貸借又
は証券発行

　４．０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合には、そ
の債権者と協定するところによる。
　ただし、市財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、もしく
は繰上償還又は低利に借換えするこ
とができる。　
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　千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、1,170千円と定める。　

　　令和７年３月３日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県二戸市長　藤　原　　　淳　
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予 算 に 関 す る 説 明 書



（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業
収益

167,235

1 営 業 収 益 31,323 主たる営業活動による収益

1 給 水 収 益 31,140 水道使用料

9 そ の 他 営 業 収 益 183 加入金等

2 営 業 外 収 益 135,912 金融活動及びその他主たる営業
活動以外から生じる収益

2 雑 収 益 5,361 他会計負担金等

3 他 会 計 補 助 金 63,376 一般会計による繰入金

5 長 期 前 受 金 戻 入 65,175 償却した長期前受金のうち営業
外収益として整理するもの

6 消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

2,000

（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業
費用

168,598

1 営 業 費 用 165,553 主たる営業活動に要する費用

1 原 水 及 び 浄 水 費 55,177 原水の取入れ及び浄水場内設備の
維持管理に要する費用

2 配 水 及 び 給 水 費 2,168 配水池、配水管その他浄水の配水
給水に係る設備の維持管理に要す
る費用

3 総 係 費 25,470 事業活動の全般に関する費用及び
料金の調定その他の業務に要する
費用

4 減 価 償 却 費 82,738 償却資産減価償却費

2 営 業 外 費 用 2,545 固有の事業活動に係る費用以外の
費用

1 支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

2,545 企業債利息

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

令和７年度二戸市簡易水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目

支　　　　　　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資本的収入 62,255

1 企 業 債 49,100

1 企 業 債 49,100 建設改良のための企業債

2 他会計出資金 13,155

1 一 般 会 計 出 資 金 13,155 一般会計出資金

（単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資本的支出 79,972

1 建 設 改 良 費 49,254

2 営 業 設 備 費 95 量水器設備等に要する費用

7 浄 水 施 設 改 良 費 49,159 浄水設備更新工事に要する費用

2 企業債償還金 30,718

1 企 業 債 償 還 金 30,718 企業債元金償還金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款 項 目

支　　　　　　　　出

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 0

減価償却費 82,738

引当金の増減額（△は減少） △ 25

長期前受金戻入額 △ 65,175

支払利息 2,545

未収金の増減額（△は増加） △ 1,439

未払金の増減額（△は減少） △ 36

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 443

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 12

　　　小計 18,153

利息の支払額 △ 2,545

業務活動によるキャッシュ・フロー 15,608

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 44,785

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 44,785

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 49,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 30,718

他会計からの出資による収入 13,155

財務活動によるキャッシュ・フロー 31,537

2,360

67,533

69,893

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

（単位：千円）

　資金増加額（又は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

令和７年度二戸市簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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1 総　括

特別職 一般職

（人） （人）

損益勘定
支弁職員

2 9,120 5,467 14,587 2,824 17,411

資本勘定
支弁職員

合計 2 9,120 5,467 14,587 2,824 17,411

損益勘定
支弁職員

2 9,091 5,752 14,843 2,872 17,715

資本勘定
支弁職員

合計 2 9,091 5,752 14,843 2,872 17,715

損益勘定
支弁職員

0 29 △ 285 △ 256 △ 48 △ 304

資本勘定
支弁職員

合計 0 29 △ 285 △ 256 △ 48 △ 304

本年度 312 166 271 1,547 1,251 198

前年度 368 216 267 1,571 1,245 216

比較 △ 56 △ 50 4 △ 24 6 △ 18

本年度 397 48 1,277

前年度 422 48 1,399

比較 △ 25 0 △ 122

増減額

（千円） （千円）

102

48

△ 121

159

△ 444

（単位：千円）

職員数 給　与　費

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細

増減事由別内訳 説　　　明 備　考

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 　人事異動等による減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 　人事異動等による減分

給 与 費 明 細 書

区　分 法定福利費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

本

年

度

前

年

度

比
　
較

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時間外勤務
手　　　当

期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

区分 管 理 職 手 当
管理職員特別

勤務手当
退職手当
負 担 金

区分

給　　料 29

職員手当 △ 285

手

当

の

内

訳

－ 11 －



　（1）　職員一人当たり給与 　（3）　級別職員数

級

(人)

１

２

３ 1 

４

５

　（2）　初任給 ６ 1 

計 2 

（円） １

２

３ 1 

４

５

６ 1 

計 2 

 （級別の標準的な職務内容）

　（4）　昇給

（人）

本 （人）

 １号給 （人）

年  ２号給 （人）

 ３号給 （人）

度  ４号給 （人）

比        率    （Ｂ）／（Ａ） （％）

職     員     数       （Ａ） （人）

前 昇給に係る職員数　　 　（Ｂ） （人）

 １号給 （人）

年  ２号給 （人）

 ３号給 （人）

度  ４号給 （人）

比        率    （Ｂ）／（Ａ） （％）

３　給料及び手当の状況

区              分 一　般　職 一    般    職

平均給料月額(円) 378,000 区      分 職 員 数 構 成 比

平均給与月額(円) 414,646 (％)

平 均 年 齢 (歳) 52.08 

平均給料月額(円) 373,450 

平均給与月額(円) 409,892 50.0 

平 均 年 齢 (歳) 51.08 

50.0 

一　般　職 100.0 

高    校    卒 189,300 

大    学    卒 215,100 50.0 

高    校    卒 188,000 

大    学    卒 220,000 

50.0 

100.0 

区      分 １    級 ２    級 ３    級 ４    級 ５    級 ６    級

区                      分 合      計

職     員     数       （Ａ） 2 

昇給に係る職員数　　 　（Ｂ） 2 

1 

1 

100.00 

2 

2 

1 

1 

100.00 

７年１月１日

現    　 在

６年１月１日

現     　 在

区              分

当       市

国の制度

一  般  職
主　　事

技　　師

主　　事

技　　師

主　　査

主　　任

主任技師

副主幹
課　　長

主　　幹
課　　長

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

７年１月１日

現       在

６年１月１日

現       在
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　（5）　期末手当・勤勉手当

　（6）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分）

24.586875 47.709 

24.586875 47.709 

　（7）　その他の手当

　家賃額の下限12,000円(国は、16,000円）

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

６月（月分） 12月（月分） （月分）　 級等による加算措置

本 年 度 2.300 2.300 4.60 有

前 年 度 2.250 2.250 4.50 有

国の制度 2.300 2.300 4.60 有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者

（月分） （月分）

定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 （２％～45％加算）

定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 （１％～45％加算）

区          分 国の制度との異同 差        異        の        内        容

扶  養  手  当 同　　　じ

住  居  手  当 異　な　る 　上限27,000円(国は、28,000円）

通  勤  手  当 異　な　る

区    分 備   考

区    分 その他の加算措置等 備   考

支給率等

国の制度

  交通機関利用者は限度額50,000円
　（国は150,000円まで全額支給）
　交通用具利用者は通勤距離区分による。
　[限度額65㎞以上38,300円]（国の限度額31,600円）
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千円 千円 千円 千円

１

(1)

78,512

△ 11,096 67,416

749,045

△ 77,215 671,830

278,586

△ 67,108 211,478

950,724

(2)

5,888

5,888

956,612

２

(1) 69,893

(2) 7,750

0 7,750

(3) 1,344

78,987

1,035,599

令和７年度二戸市簡易水道事業予定貸借対照表（税抜き）

（令和８年３月31日）

資産の部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ロ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円

３

(1)

180,558

7,852

188,410

188,410

４

(1)

27,962

1,186

29,148

(2) 472

(3)

1,309

263

1,572

(4) 847

32,039

５

(1) 843,844

(2) △ 130,359

713,485

933,934

千円 千円 千円

６ 101,665

７

(1)

0

0

0

101,665

1,035,599

負債の部

固 定 負 債

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充

て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充

て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資本の部

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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千円 千円 千円 千円

１

(1)

78,512

△ 5,548 72,964

749,045

△ 38,603 710,442

233,801

△ 30,494 203,307

986,713

(2)

7,852

7,852

994,565

２

(1) 67,533

(2) 6,311

0 6,311

(3) 901

74,745

1,069,310

令和６年度二戸市簡易水道事業予定開始貸借対照表（税抜き）

（令和７年３月31日）

資産の部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ロ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円

３

(1)

159,420

9,038

168,458

168,458

４

(1)

29,532

1,186

30,718

(2) 508

(3)

1,331

266

1,597

(4) 859

33,682

５

(1) 843,844

(2) △ 65,184

778,660

980,800

千円 千円 千円

６ 88,510

７

(1)

0

0

0

88,510

1,069,310

負債の部

固 定 負 債

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充

て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充

て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資本の部

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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千円 千円 千円

１

⑴ 28,287

⑵ 168 28,455

２

⑴ 42,616

⑵ 1,886

⑶ 22,048

⑷ 76,609 143,159

114,704

３

⑴ 5,349

⑵ 45,676

⑶ 65,184 116,209

４

⑴ 2,288 2,288 113,921

783

５

⑴ 2,286 2,286

６

⑴ 1,503 1,503 783

0

0

0

令和６年度二戸市簡易水道事業予定損益計算書（税抜き）

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

経 常 損 失

特 別 利 益

そ の 他 特 別 収 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支

　　　給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

　　のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、217,558千円である。

　　会計に関する書類における注記

１　重要な会計方針

　　令和６年度から地方公営企業法の財務規定等を適用し、財務諸表等を作成している。

　⑴　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品：個別法による

　⑵　固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

　　（ｱ） 減価償却の方法　　　

　　　　　定額法による。ただし、水道事業の取替資産については取替法による。

　　 (ｲ)　主な耐用年数

　　　　　建物：15～50年、構築物：40年、機械及び装置：15年、器具及び備品：３～15年

　　イ　無形固定資産

　　（ｱ） 減価償却の方法　　

　　　　　定額法による。

　　 (ｲ)　主な耐用年数

　　　　　ソフトウエア：５年

　⑶　引当金の計上方法　　

　　ア　退職給付引当金

　　　　一般会計で負担することで協議済みのため計上しない。

　　イ　賞与引当金

　　　当年度の負担に属する額を計上している。

　　ウ　法定福利費引当金

　⑷　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　　間接法により作成している。

３　予定貸借対照表関連

　　企業債の償還に係る他会計の負担
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　　　償却資産については、供用開始時から減価償却が行われてきたものとして算定した当年度期首

４　その他

　　　地方公営企業法適用時の償却資産の評価

　　の帳簿価格を帳簿原価としている。
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予算に関する説明資料



本年度 前年度

予定額 予定額 金額

1 水道事業
収益

167,235 149,803 17,432

1 営業収益 31,323 31,299 24

1 給水収益 31,140 31,116 24 1 水道使用
料

31,140 31,140

9 その他の
営業収益

183 183 0 2 手数料 10 10

4 加入金 173 173

2 営業外収
益

135,912 116,218 19,694

2 雑収益 5,361 5,357 4 3 他会計負
担金

5,133 5,133

9 その他雑
収益

228 110

3

115

3 他会計補
助金

63,376 45,676 17,700 1 他会計補
助金

63,376 63,376

5 65,175 65,184 △ 9 59,510 4,068

55,442

2 5,665 1,807

3,858

6 2,000 1 1,999 1 2,000 2,000

3 特別利益 0 2,286 △ 2,286 0 0

１ その他特
別収益

0 2,286 △ 2,286

収　益　的　収　入　及　び　支　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　入 （単位：千円）

節

区分

水道使用料

給水工事検査手
数料

加入金

企業会計職員給
与費負担金

量水器倉入評価
益

行政財産使用料

一般会計繰入金

国庫補助金分

受贈財産評価額
分

一般会計補助金
分

追加長期前受金
分

消費税及び地方
消費税還付金

消費税及び地方
消費税還付金

令和７年度二戸市簡易水道事業会計予算実施計画明細書

款 項 目 比較 説　　　明

生活排水処理施
設使用料徴収事
務受託料等

長期前受
金戻入

1 補助金等
長期前受
金戻入

一般会計
繰入金長
期前受金
戻入

消費税及
び地方消
費税還付
金

消費税及
び地方消
費税還付
金
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本年度 前年度

予定額 予定額 金額

1 水道事業
費用

168,598 152,068 16,530

1 営業費用 165,553 147,777 17,776

1 55,177 46,873 8,304 19 賃借料 51 51

24 材料費 1,724 1,724

25 補償費 52 52

26 負担金 53,350 53,350

2 配水及び
給水費

2,168 2,018 150 19 賃借料 56 56

20 修繕費 2,111 1,045

431

635

25 補償費 1 1

3 総係費 25,470 22,277 3,193 1 給料 9,120 9,120

2 手当等 扶 養 312 管理職 397

通 勤 166 時間外 271

期 末 1,547 児 童 360

勤 勉 1,251 退 職 1,277

寒冷地 198 特 別 48

3 賞与引当
金繰入額

1,309 1,309

6 法定福利
費

2,824 2,824

7 263 263

8 旅費 4 4

11 備消品費 39 39

12 燃料費 45 45

15 通信運搬
費

175 175

17 委託料 3,925 3,925

18 手数料 111 111

19 賃借料 1,756 1,756

28 研修費 16 16

33 保険料 56 56

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出 （単位：千円）

節

区分

折爪浄水場用地借上料

浄水場修理用材料

川又地区簡易水道水源
涵養林保護補償料

簡易水道施設運転業務
等負担金

御返地配水池用地借上
料

給水管、配水管修繕

量水器交換工料

量水器検定・故障交換

漏水事故補償

職員2名

職員2名

市町村職員共済組合負
担金等

職員2名

職員普通旅費

事務用消耗品等

公用車燃料費

郵便料金等

簡易水道事業経営戦略
策定業務委託料等

口座振替手数料等

料金システム機器賃借
料等

職員研修費

水道賠償責任保険等

款 項 目 比較 説　　　明

原水及び
浄水費

5,827

法定福利
費引当金
繰入額
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本年度 前年度

予定額 予定額 金額

4 82,738 76,609 6,129 1 80,774 5,548

38,612

36,614

2 1,964 1,964

2 営業外費
用

2,545 2,288 257

1 2,545 2,288 257 1 企業債利
息

2,545 2,545

3 特別損失 0 1,503 △ 1,503

4 その他特
別損失

0 1,503 △ 1,503

4 予備費 500 500 0

1 予備費 500 500 0 1 予備費 500 500

　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出 （単位：千円）

節

区分

建物

構築物

機械及び装置

ソフトウエア

企業債利息

予備費

款 項 目 比較 説　　　明

減価償却
費

有形固定
資産減価
償却費

無形固定
資産減価
償却費

支払利息
及び企業
債取扱諸
費
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本年度 前年度

予定額 予定額 金額

1 資本的収
入

62,255 124,929 △ 62,674

1 企業債 49,100 45,800 3,300

1 企業債 49,100 45,800 3,300 1 企業債 49,100 機械設備更新事
業分

49,100

3 出資金 13,155 79,129 △ 65,974

1 13,155 79,129 △ 65,974 1 13,155 一般会計繰入金 13,155

本年度 前年度

予定額 予定額 金額

1 資本的支
出

79,972 73,189 6,783

1 建設改良
費

49,254 45,965 3,289

2 営業設備
費

95 95 0 1 量水器設
備費

95 新設量水器 95

7 浄水施設
改良費

49,159 45,870 3,289 32 工事請負
費

49,159 4,510 

20,790 

5,995 

17,864 

2 企 業 債
償 還 金

30,718 27,224 3,494

1 企業債償
還金

30,718 27,224 3,494 1 企業債償
還金

30,718 企業債元金償還
金

30,718 

資　本　的　収　入　及　び　支　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入 (単位：千円）

節

区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出
（単位：千円）

節

区分

款 項 目 比較 説 明

一般会計
出資金

一般会計
出資金

款 項 目 比較 説　　　明

御返地浄水場ろ
過流量計更新工
事

斗米地区テレ
メータ装置更新
工事

折爪浄水場原水
濁度計更新工事

斗米浄水場ろ過
膜モジュール等
更新工事
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